
量の見込の算出（国の「手引き」による考え方）

（１）家庭類型の種類

アンケート調査結果を活用し、まず、対象となる配偶者の有無、父親・母親の就労状況から「家

庭類型」を求める。家庭類型の種類は、タイプ A からタイプ F の８種類となっている。 
なお、保育の必要性の下限時間は、現行制度の入所要件（３日・４時間以上）から 48 時間を下限

値として取り扱った。 
 

図 家庭類型の種類 
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表 家庭類型の種類 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプ A ひとり親家庭（配偶者無し） 
タイプ B フルタイム×フルタイム 
タイプ C フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月 120 時間以上＋48 時間～120 時間の一部1） 
タイプ C’ フルタイム×パートタイム（短） 

（就労時間：月 48 時間未満＋48 時間～120 時間の一部） 
タイプ D 専業主婦（夫） 
タイプ E パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月 120 時間以上＋48 時間～120 時間の一部） 
タイプ E’ パートタイム×パートタイム（短） 

（就労時間：いずれかが月 48 時間未満＋48 時間～120 時間の一部） 
タイプ F 無業×無業 

                                                  
1 就労時間：48 時間～120 時間の一部の区分け 

３～５歳：平日定期的に利用している教育・保育の事業で「幼稚園」を利用しており、今後の希望でも「認可保育所」「認定こども

園を選択していない」方をタイプ C’・E’に分類し、それ以外をタイプ C・E とした。 
０～２歳：定期的に教育・保育の事業を利用している方については、「保育の事業」を利用している方をタイプ C・E とし、現在利

用していない方は、今後の希望で「保育の事業」を希望した方について、タイプ C・E とした。 

（２）現在の家庭類型から潜在的な家庭類型への推移

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この図は、手引きの考え方を示し

たものであり、実際にはさらに複

雑です。また、就学前の教育・保

育のみを示しています。 

（３）家庭類型と事業との関係

 （２）で抽出した潜在的な家庭類型について、利用希望施設の回答により認定区分の算出を行った。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）量の見込の算出

  

手順１  

現在の家庭類型 

父親・母親の就労状況を聞く

項目の回答により、家庭を右

図のとおり類型化 

手順２  

潜在的な家庭類型 

今後の（母親の）就労希望の

回答により、各類型の家庭数

を補正 

例：右図では、①パートタイム

からフルタイムへの希望や、 

②無業からフルタイムへの希

望のイメージを例示 

２号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、区

立・私立幼稚園、認可・認証

保育所、認定こども園、地域

型保育を選択 

※ただし、現に幼稚園を利用し

ている家庭は別枠とする 

３号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、 

認可・認証保育所、認定こ

ども園、地域型保育を選択 
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①

②

ステップ１，２の作業により、潜在的な家庭類型を設定 

 

１号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、区立・私立幼稚園、認定こども園を選択 

３歳以上 

３歳以上 

３歳未満 

※この図は、手引きの考え方を例示したものであり、実際にはさらに複雑である。

タイプ A

ひとり親 

家庭類型 A B C E 

家庭類型 C’E’D  F 

手順２で補正した

家庭類型のタイ

プ A～F ごとに人

数による割合を

算出 

 

ニ ー ズ 調 査 の 結

果から「利用意向

率」（利用したい事

業の回答割合）を

算出 

 

手 順 ３ の 割 合 に

区の年齢別の人

口推計を掛けて

「家庭類型別児童

数」を算出 

 

手順４の「家庭類型

別児童数」×手順５

の「利用意向率」に

より、「量の見込」を

算出 

 

手順３ 手 順 ４ 手順５ 手順６ 

資料１ 


